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我が国の物流を取り巻く現状
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海運 航空

国内・国際貨物の輸送量の推移

○ 国内貨物輸送量は、長期的に減少傾向にあったが近年は概ね横ばい。
○ 国際貨物輸送量は、リーマンショックによる減少がみられるものの、長期的には概ね増加。

1
出典：国土交通省「自動車輸送統計調査」、「鉄道輸送統計調査」、「内航船舶輸送統計調査」
、「航空輸送統計調査」より作成

＜国内貨物輸送量の推移＞ ＜国際貨物輸送量の推移＞

出典：国土交通省「港湾統計、日本出入航空貨物路線別取扱実績」
より作成
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国内貨物の輸送分担率

2出典：国土交通省「自動車輸送統計調査」、「鉄道輸送統計調査」、「内航船舶輸送統計調査」、「航空輸送統計調査」より作成
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○ 国内貨物の輸送トンキロでみた輸送分担率について、近年大きな変化は見られず、約５割を占
める自動車は、国内貨物の輸送において引き続き重要な役割を担っている。
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国内貨物の距離帯別輸送量と自動車・内航海運・鉄道の役割分担

3出典：国土交通省「平成27年度全国貨物純流動調査（3日間調査）」より作成

＜距離帯別輸送量＞（全モード） ＜輸送機関別距離帯別輸送量＞
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○ トンベースでは100km以下の輸送が全体の約７割を占め、そのうち９割超を自動車が担ってい
る。物流の小口化・多頻度化が進む中、自動車貨物輸送は、他の輸送機関の端末交通を含めた
短距離・長距離輸送を支えている。

自動車 内航海運 航空



国内貨物の輸送機関別品目別輸送量

○ 海運は鉱産品等の重量物輸送が、鉄道はセメントや石油等の定常ルートの輸送が、航空は半導
体等の高付加価値品の輸送に特長。他方、自動車は食料品から機械まで多様な品目の戸口輸送
を支え、物流ネットワークの基盤としての役割を担っている。

4出典：国土交通省「平成27年度全国貨物純流動調査（3日間調査）」より作成

＜品目別輸送量（トンベース）＞
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輸送品目
農水産品（麦、米、野菜・果物等）
林産品（原木、製材、木材チップ等）
鉱産品（石炭、砂利・砂・石材、石灰石等）
金属・機械工業品（鉄鋼、完成自動車、自動車部品等）
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排出物（金属スクラップ、古紙等）
特殊品（動植物性飼肥料、金属製輸送用容器(コンテナ等)等）



国際海上コンテナ取扱量の推移

○ 国際貨物のうち、多種多様な貨物を一度に運べ、その積みおろしも短時間で行うことができ、
また、世界共通の規格を有するという特長を持つ海上コンテナの取扱量は増加傾向。我が国港
湾における2017年（速報）の取扱量は、2014年の2,171万TEUを抜き、過去最高値を更新。

5出典：国土交通省「港湾統計年報」より作成
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国際海上コンテナで輸送される貨物

○ 国際海上コンテナで輸送される貨物は、食料品をはじめ、工業製品、家具や生活雑貨、工事用
重機など、多種多様な貨物に及ぶ。
○ 輸出貨物は、特に産業機械・自動車部品・電気機械が多い。
○ 輸入貨物は、雑工業品や農水産品など生活関連品目（衣類、家具装備品、食品等）が多い。

6

＜全コンテナ輸出品目＞ ＜全コンテナ輸入品目＞

輸出
663万t/月

出典：国土交通省「平成25年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査」より作成
※主な輸送手段がトレーラーで、国際海上コンテナで輸送された貨物の品目構成を集計

輸入
1,074万t/月

金属機械工業品（自動車部品）

農林水産品（ペットフード）

出典：東海環状地域整備推進協議会

「東海環状自動車道（東回り）10周年記念誌」

出典：産経新聞記事 2017.10.9 
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7出典：国土交通省「平成28年港湾統計年報」より作成、数値は輸出入合計

苫小牧港
1,703万t

室蘭港
1,035万t

仙台
塩釜港

1,550万t

京浜港
17,008万t阪神港

8,584万t

千葉港
9,234万t

伏木
富山港
442万t

名古屋港
12,848万t

四日市港
4,054万t

清水港
1,009万t

堺泉北港
3,033万t

和歌山
下津港

2,280万t

姫路港
2,260万t水島港

5,512万t

広島港
648万t

徳山
下松港

1,850万t

下関港
241万t

北九州港
3,235万t博多港

1,738万t

新潟港
1,507万t

主要な港湾における外貿貨物主要相手国の状況

○ 我が国の国際貨物取扱量は、京浜港、名古屋港、阪神港で約３割を占めている。
○ 外貿貨物相手国は、中国や韓国をはじめとするアジア諸国が、京浜港の約５割をはじめ大きな
割合を占めている。

※国際戦略港湾・国際拠点港湾について記載
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苫小牧港
107万t

室蘭港
119万t

仙台
塩釜港
239万t

京浜港
5,300万t阪神港

3,267万t

千葉港
953万t

伏木
富山港
94万t

名古屋港
5,271万t

四日市港
423万t

清水港
387万t

堺泉北港
466万t

和歌山
下津港
508万t

姫路港
88万t

水島港
949万t

広島港
469万t

徳山
下松港
318万t

下関港
108万t

北九州港
722万t

博多港
706万t

新潟港
102万t

出典：国土交通省「平成28年港湾統計年報」より作成、数値は輸出

（参考）主要な港湾における外貿（輸出）貨物主要相手国の状況

○ 輸出相手国は、京浜港、阪神港、名古屋港以外の日本海側港湾では、中国・韓国をはじめとし
たアジア諸国の比率が約９割を超える港湾もあるなど、アジアの割合が特に高くなっている。

※国際戦略港湾・国際拠点港湾について記載
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苫小牧港
1,597万t

室蘭港
916万t

仙台
塩釜港

1,311万t

京浜港
11,708万t

阪神港
5,317万t

千葉港
8,281万t

伏木
富山港
348万t

名古屋港
7,576万t

四日市港
3,630万t

清水港
622万t

堺泉北港
2,568万t

和歌山
下津港

1,772万t

姫路港
2,172万t水島港

4,563万t

広島港
178万t

徳山
下松港

1,532万t

下関港
134万t

北九州港
2,514万t

博多港
1,032万t

新潟港
1,405万t

出典：国土交通省「平成28年港湾統計年報」より作成、数値は輸入

（参考）主要港湾における外貿（輸入）貨物主要相手国の状況

○ 輸入相手国は、石油、石炭、鉄鉱石などの資源の輸入により、千葉港や水島港など、中東、
オーストラリアが大きな割合を占める港湾が見られる。

※国際戦略港湾・国際拠点港湾について記載
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ジア

5%

ロシ

ア

41%

アフリ カ

2%
中国

11%

韓国

79%

その

他ア

ジア

4%

北米

4%
中国

12%

韓国

58%

ロシ

ア

30%

中国

8%

韓国

87%

その

他ア

ジア

4%

中国

21%

韓国

27%

その

他ア

ジア

39%

北米

5%

オースト ラリ ア

2%
中南米

4%

中国

51%

韓国

23%

その

他ア

ジア

24%

日本海側港湾における外貿の取扱動向（輸出）（1/2）

○ 全国的な貨物取扱量でみると、京浜港をはじめとする太平洋側港湾が中心である一方、日本海
側港湾は、地域の産品を韓国・中国に輸出するなど、地域の産業活動を支えている。
○ 例えば、金沢港では建設用・鉱山用機械等が、博多港ではゴム製品（タイヤ等）等がコンテナ
で韓国・中国等に輸出されているなど、産業・地理的な特徴が反映されている

10出典：国土交通省「平成28年港湾統計年報」より作成

【境港】【北九州港】【博多港】

農林

水産

品
3%

金属・機械

工業品
12%

軽工業品

（紙・パルプ

等）65%

雑工

業品
19%

輸出品目
19万t

輸出国
19万t

鉱産

品
5%

金属・

機械工

業品

（鋼材

等）
51%

化学工業

品（化学

薬品等）
24%

雑工

業品
18%

輸出国
722万t

輸出品目
722万t

【伏木富山港】

金

属・

機械

工業

品

（…
化学工業品

（染料・塗

料・合成樹

脂・その他

化学工業品

等
24%

軽工業品

（紙・パルプ

等）
22%

雑工業

品（再

利用資

材等）
33%

輸出国
102万t

輸出品目
102万t

農林

水産

品
3%

金属・機械工

業品（完成自

動車等）
53%

化学

工業

品
16%

軽工

業品
3%

雑工業品

（金属くず

等）23%

輸出国
94万t

輸出品目
94万t

【秋田港】

輸出国
47万t

鉱産

品
11%
金属・

機械工

業品
19%

化学

工業

品
14%

軽工業品

（紙・パ

ルプ等）
30%

雑工業品

（金属くず

等）
25%

輸出品目
47万t

輸出入品目
農林水産品
鉱産品
金属・機械工業品
化学工業品
軽工業品
雑工業品
その他

輸出入国
中国
韓国
その他アジア
ロシア
北米
ヨーロッパ
オーストラリア
その他オセアニア
中南米
中東
アフリカ
その他

【小樽港】【酒田港】 【石狩新港】

【舞鶴港】 【金沢港】 【新潟港】

農林水

産品
14%

金属・機

械工業品

（中古車

等）
78%

軽工

業品
4%

雑工

業品
4%

輸出国
6万t

輸出品目
6万t

金属・機械

工業品

（完成自動

車等）
51%

化学

工業

品
5%

軽工

業品
4%

雑工業品

（ゴム製品

（タイヤ

等）等）
37%

輸出国
706万t

輸出品目
706万t

金属・

機械工

業品

（完成

自動車

等）
34%

化学工業品（窯

業品等）
28%

軽工

業品
16%

雑工業品

（再利用資

材等）
20%

輸出品目
23万t

輸出国
23万t

鉱産

品
10%

金属・機械工業品（その

他輸送用車両等）
68%

雑工業品

（再利用

資材等）
20%

輸出国
49万t

輸出品目
49万t

輸出国
36万t

化学工

業品

（窯業

品）
37%雑工業品

（その他日

用品等）
61%

輸出品目
36万t

農林

水産

品
5%

金属・機

械工業品
8%
軽工

業品
7%

雑工業品

（金属くず

等）
79%

輸出国
32万t

輸出品目
32万t



中国

2%韓国
10%その

他ア

ジア

20%

ロシ

ア

39%

オースト

ラリア

8%

アフ

リ カ

21%

中国

57%

ロシア

2%

北米

35%

中南

米

6%

中国

14%

韓国

5%

その他

アジア

8%

ロシア

11%

オースト

ラリア

62%

中国

3% 韓国
18%

その他

アジア

20%
ロシ

ア

13%

北米

6%

オース

ト ラリ

ア

15%

中南

米

16%

アフ

リ カ

9%

中国

6% 韓国
10%

その

他ア

ジア

33%ロシア

7%

北米

4%

オー

スト

ラリ

ア

17%

中南米

6%

中東

9%

アフ

リ カ

6%

中国

9%
韓国

11%

その

他ア

ジア

37%
ロシ

ア

9%

北米

19%

オースト

ラリ ア

6%

その

他オ

セア

ニア

4%

中南

米

4%
中国

19%

韓国

81%

中国

2%

韓国

2%
その他

アジア

16%ロシ

ア

7%北米
5%

オー

スト

ラリ

ア

68%

韓国

6%

その

他ア

ジア

76%

北米

13%

中国

10% 韓国
6%
その他

アジア

16%
ロシア

6%北米

7%

オー

スト

ラリ

ア

46%

中南

米

7%
中国

38%

韓国

22%

その

他ア

ジア

30%

北米

6%

日本海側港湾における外貿の取扱動向（輸入）（2/2）

○ 例えば、石狩新港では、地域の基幹産業である製紙業の原材料である木材チップをアフリカか
ら、ＬＮＧをロシアから輸入するなど、産業・地理的な特徴が反映されている。
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農林水産品

（木材チップ等）
92%

金属・機

械工業品
3%

輸入国
189万t

輸入品目
189万t

農林水産品

（木材チッ

プ等）
20%

化学工業品

（LNG等）
68%

雑工

業品
6%

輸入国
1,405万t

輸入品目
1,405万t

農林水

産品

（木材

チップ

等）
35%

鉱産品

（石炭等）
37%

金属・機

械工業品
9%

化学工

業品
15%

雑工

業品
4%

輸入品目
348万t

輸入国
348万t

農林水産

品

（麦等）
46%

金属・機

械工業品
5%

化学工

業品
4%

雑工業品

（家具装

備品等）
44%

輸入国
34万t

輸入品目
34万t

輸入国
169万t

農林水

産品

（木材

チップ

等）
45%

鉱産

品

（金

属鉱

等）
39%

化学工

業品
6%

雑工

業品
8%

輸入品目
169万t

11出典：国土交通省「平成28年港湾統計年報」より作成

【境港】【北九州港】【博多港】 【伏木富山港】 【秋田港】

輸出入品目
農林水産品
鉱産品
金属・機械工業品
化学工業品
軽工業品
雑工業品
その他

【小樽港】【酒田港】 【石狩新港】

【舞鶴港】 【金沢港】 【新潟港】

鉱産品

（石炭

等）
69%

金属・機

械工業品
8%

化学

工業

品
17%

雑工

業品
3%

輸入国
2,514万t

輸入品目
2,514万t

農林水産

品

（麦等）
25%

金属・機械

工業品
17%

化学

工業

品
5%

軽工

業品
8%

雑工業

品（家

具装備

品等）
39%

その

他
5%

輸入国
1,032万t

輸入品目
1,032万t

鉱産品

（石炭等）
94%

輸入国
447万t

輸入品目
447万t

輸入国
203万t

鉱産品

（石炭等）
94%

輸入品目
203万t

農林水

産品

（木材

チップ

等）
41%

化学工業品

（LNG等）
55%

輸入国
303万t

輸入品目
303万t

農林水

産品
2%
金属・機械

工業品（そ

の他輸送用

車両等）
22%

化学

工業

品
19%

軽工業品

（糸及び紡績半

製品等）
29%

雑工業品

（その他

製造工業

品等）
27%

輸入国
64万t

輸入品目
64万t

輸出入国
中国
韓国
その他アジア
ロシア
北米
ヨーロッパ
オーストラリア
その他オセアニア
中南米
中東
アフリカ
その他
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出典：国土交通省「成28年港湾統計年報」より作成、移出移入の合計値
※１内貿貨物取扱量の多い5港湾（苫小牧港、京浜港、名古屋港、阪神港、北九州港）を出入りするものを対象
※２対象5港湾の仕出港・仕向港のうち、取扱量のシェアが5%を超える仕出港・仕向港を図化

苫小牧港

京浜港
阪神港

名古屋港

北九州港

喜入港

志布志港

茨城港

八戸港

仙台塩釜港

大分港

敦賀港

堺泉北港

東予港

木更津港

新潟港

千葉港
中津港

宮崎港

東播磨港

内貿貨物取扱量上位５港湾における内航海運の上位相手港

○ 内貿貨物は、国際戦略港湾・国際拠点港湾間のみならず、新潟港や敦賀港も含めた日本海側港
湾やその他の地方港湾との間についても流動が確認される。

国際戦略港湾

国際拠点港湾

重要港湾

貨物の流動量を
４段階で記載



鉄道貨物の取扱動向

出典：JR貨物「貨物駅間取扱量」より作成
※１駅間の輸送経路はダイヤによらず一律最短経路を走行するものとして算定（ただし、
実態に合わせ、中央線・東海道線の競合は東海道線を選択するものと想定して算定）

※２駅取扱量が20万トン/年以上の駅のみ駅名を表示

○ 鉄道貨物は、東京から名古屋、大阪、福岡にかけての幹線の輸送に加え、山梨、長野等への内
陸輸送、大阪から北陸方面の輸送においても利用されている。

宇都宮（タ）
倉賀野駅

東京（タ）

横浜
本牧

四日市

福岡（タ）

※コンテナと車扱の合計 13

札幌（タ）

苫小牧

北旭川

北見

帯広

釧路函館

函館

八戸

盛岡（タ）

水沢

秋田

石巻港

仙台港

仙台（タ）

岩沼

新潟（タ）

南長岡

小名浜

郡山（タ）

熊谷（タ）

越谷（タ）

新座（タ）

八王子ORS

神栖

千葉

京葉
久保田

横浜羽沢 川崎

隅田川梶ヶ谷（タ）

相模
富士静岡

竜王

南松本

西浜松

北長野

富山

高岡金沢

名古屋（タ）

岐阜（タ）

名古屋南
刈谷ORS

半田埠頭

京都

大阪（タ）
吹田（タ）

安治川口

神戸（タ）

姫路
岡山（タ）

東水島

東福山

高松（タ）

伯耆大山

広島（タ）大竹

新南陽

北九州（タ）

鳥栖（タ）

熊本

鍋島

鹿児島（タ）

1～100
100～300
300～500
500～

駅間輸送量（万トン/年）
1～20
20～200
200～

駅取扱量（万トン/年）



阪神港
福岡(タ)

400km

600km

800km

1000km

600km800km 400km 200km

仙台(タ)

越谷(タ)

鳥栖(タ)

1000km

1200km

1400km

1600km

東京(タ)

新潟(タ)

八戸

札幌(タ)

京浜港

北長野
宇都宮(タ)倉賀野

八王子ORS

福岡(タ)

竜王

吹田(タ)

安治川口 200km

400km

600km

800km

1000km1200km 800km 600km

800km

1000km

1200km

郡山(タ)

熊谷(タ)南松本

百済(タ)
岡山(タ)

高松(タ)

東福山
広島(タ)

北九州(タ)

鉄道貨物の取扱動向

＜京浜港発着の鉄道貨物＞ ＜阪神港発着の鉄道貨物＞

○ 京浜港発着の鉄道貨物は、大阪、福岡にかけての幹線の輸送に加え、栃木、群馬等への内陸輸
送においても利用されている。

○ 阪神港発着の鉄道貨物は、東京、福岡にかけての幹線の輸送に加え、山梨、長野等への内陸輸
送、大阪から北陸方面の輸送、北海道への長距離輸送においても利用されている。

出典：JR貨物「貨物駅間取扱量」より作成
※１駅間の輸送経路はダイヤによらず一律最短経路を走行するものとして算定（ただし、実態に合わせ、中央線・東海道線の競合は東海道線を選択するものと想定して算定）
※２京浜港最寄駅（東京貨物ターミナル,川崎貨物駅,横浜羽沢駅,横浜本牧駅）、阪神港最寄駅（百済貨物ターミナル,安治川口駅,神戸貨物ターミナル）を発着する貨物のみを対象として集計

1～30
30～100
100～300
300～

駅間輸送量（万トン/年）
1～10
10～20
20～

駅取扱量（万トン/年）

※コンテナと車扱の合計

1～30
30～50
50～100
100～

駅間輸送量（万トン/年）
1～5
5～10
10～

駅取扱量（万トン/年）

※コンテナと車扱の合計
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93%

25%

6%

23%

1%

52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トリップ数割合

トンキロ割合

都道府県内々 都道府県間 ブロック間

15出典：国土交通省「平成27年度道路交通センサス」より作成

＜自動車による貨物の輸送状況＞

貨物車トリップ数（全国）

輸送トンキロ（全国）

○ 自動車による貨物輸送は、輸送数では都道府県内で完結する短距離輸送が９割以上を占めるが、
輸送トンキロでは都道府県間、ブロック間の輸送が約７割。都道府県間、ブロック間の輸送で
は、積載量の大きな貨物車が多く利用されており、都道府県間、ブロック間を接続する高規格
の道路が貨物車の輸送を支え、物流ネットワークの基盤としての役割を担っている。

自動車による貨物輸送の状況

軽貨物

車
18%

小型貨

物車
17%

普通貨

物車及

び海上

コンテ

ナ車
65%

都道府県
間輸送
221万
トリップ/日

軽貨物

車
9%
小型貨

物車
7%

普通貨

物車及

び海上

コンテ

ナ車
84%

ブロック
間輸送
45万
トリップ/日

3,763万トリップ/日

12.69億トンキロ/日

軽貨物車（ナンバープレートが黄地に黒文字・黒地に黄文字かつ40～49,400～499のもの）
小型貨物車（ナンバープレートが白地に緑文字・緑地に白文字かつ4,6,40～49,60～69,400～499,600～699のもの）
普通貨物車及び海上コンテナ車（ナンバープレートが白地に緑文字・緑地に白文字かつ1,10～19,100～199のもの）

3,496万トリップ

6.6億トンキロ

都道府県
内々輸送
3,496万
トリップ/日

軽貨物

車
51%

小型貨

物車
18%

普通貨

物車及

び海上

コンテ

ナ車
31%



貨物自動車の都道府県間交通流動

16

○ 貨物自動車による都道府県間の交通流動は、首都圏、中京圏、近畿圏といった大都市圏周辺部
が多く見られる一方で、仙台、広島、福岡などのブロック中心都市を中心とした結びつきも確
認される。

1,000～5,000
5,000～20,000
20,000～50,000
50,000～

トリップ数（トリップ/日）

出典：国土交通省「平成27年度道路交通センサス」より作成
※貨物車類のOD交通量のうち、都道府県を跨ぐもの（北海道については支庁間）を対象に集計
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国際海上コンテナ車（40ft背高）の輸送状況

○ 国際海上コンテナ車（40ft背高）の特殊車両通行許可台数は５年間で1.5倍に増加。
○ 国際海上コンテナ車は港湾等を発着地とし、全国に広域的にコンテナを輸送している。

17
出典：国土交通省「特殊車両通行許可データ」より作成
※発着地別申請件数は、特車申請データをデータ上の発着地に近接する拠点類型に計上。発着地に近接する拠点が複数ある場合は重複して計上。

＜国際海上コンテナ車（40ft背高）の許可台数＞ ＜国際海上コンテナ車（40ft背高）の発着地とルート＞

（台）

（年）

港湾

空港

鉄道貨物駅

流通業務団地

トラックターミナル

中央卸売市場

特定流通業務施設

工業団地

その他

0%
国際戦略港湾 国際拠点港湾 重要港湾

30%

2.6%
1.7%

0.9%
0.9%
1.3%

10.5%
38.7%

36.0%

48.7%17.2%21.6% 10.0%

60%

直轄国道以上

申請経路（100件以上）



国際海上コンテナ車の輸送圏域

○ 国際戦略港湾である京浜港、阪神港を発着する国際海上コンテナ車の輸送圏域は、臨海部周辺
のみならず、高規格幹線道路に沿って内陸部まで広範囲に広がっている。
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出典：国土交通省「平成27年度自動車起終点調査」より作成
※１高速道路として高速自動車国道、都市高速、公社公団の管理する道路を表示
※２京浜港（東京港、横浜港、川崎港）、阪神港（大阪港、神戸港）を発着する、輸送品目が国際海上コンテナのトリップのみを対象として集計

凡例

高速道路

1～10
10～25
25～50
50～

トリップ数（台）

凡例

高速道路

1～10
10～25
25～50
50～

トリップ数（台）

50km

100km

150km

50km

100km

150km

200km

阪神港

京浜港

250km

300km

＜阪神港を発着する
国際海上コンテナ車の輸送圏域＞

＜京浜港を発着する
国際海上コンテナ車の輸送圏域＞

※1

※2


